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実用発電用原子炉における高経年化対策に係る事業者からの保安

規定変更認可申請の時期について（指示） 
 

 

原子力規制委員会 

ＮＲＡ－１０ｂ－１３－００２ 

 

 

原子力規制委員会は、平成２５年１月２３日付け「実用発電用原子炉におけ

る高経年化対策に係る事業者からの申請に係る当面の取扱いについて（指示）」

（原管Ｐ発第 130121001 号、ＮＲＡ－１０ｂ－１３－００１）において、原子

力規制委員会設置法（平成２４年法律第４７号）附則第１条第４号に掲げる規

定の施行日（平成２４年９月１９日から起算して１０月を超えない範囲内にお

いて政令で定める日。以下「改正法施行日」という。）までに、実用発電用原子

炉の設置、運転等に関する規則（昭和５３年通商産業省令第７７号。以下「実

用炉規則」という。）第１６条第１項の規定に基づき実用炉規則第１１条の２に

規定する長期保守管理方針に係る保安規定変更認可申請を予定している者につ

いて、当該申請の時期を改めて指示するとしたが、当該保安規定変更認可申請

の時期については、以下のとおりとする。 

 

記 

 

１．実用炉規則第１１条の２第１項に規定する長期保守管理方針に係る保安規

定の変更の認可の申請について、実用発電用原子炉施設における高経年化対

策実施ガイドライン（平成 20・10・17 原院第 3 号（平成２０年１０月２２

日原子力安全・保安院制定、平成２３年５月６日最終改正）。以下「高経年

化対策実施ガイドライン」という。）４．３①に規定する申請期間の末日が、

改正法施行日の前となる原子炉については、当該申請時期を、改正法施行日

から運転開始以後３０年を経過する日の６月前までの間とする。 

 

２．実用炉規則第１１条の２第２項に規定する長期保守管理方針に係る保安規



 

 

定の変更の認可の申請について、高経年化対策実施ガイドライン４．３①に

規定する申請期間の末日が、改正法施行日の前となる原子炉については、当

該申請時期を、改正法施行日から運転開始以後４０年を経過する日の６月前

までの間とする。 

 

３．１．又は２．のいずれにも該当しない原子炉に係る原子炉施設についての

実用炉規則第１１条の２に規定する長期保守管理方針に係る保安規定の変

更の認可の申請時期は、今後改正法施行日までに制定するガイドラインの規

定によることとする。 

 

以上 
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 日本原子力発電株式会社 

  取締役社長 濱田 康男 殿 

 

 

原子力規制委員会 

 

 

 

実用発電用原子炉における高経年化対策に係る事業者からの保安

規定変更認可申請の時期について（指示） 
 

 

実用発電用原子炉施設における高経年化対策に係る保安規定変更認可申請の

時期について、原子力規制委員会は、別紙（ＮＲＡ－１０ｂ－１３－００２）

のとおり実用発電用原子炉を設置する者に対して指示することといたしました。

つきましては、貴社におかれましても、別紙に従い所要の対応をするようお願

いいたします。 
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 北海道電力株式会社 

  取締役社長 川合 克彦 殿 

 

 

原子力規制委員会 

 

 

 

実用発電用原子炉における高経年化対策に係る事業者からの保安

規定変更認可申請の時期について（指示） 
 

 

実用発電用原子炉施設における高経年化対策に係る保安規定変更認可申請の

時期について、原子力規制委員会は、別紙（ＮＲＡ－１０ｂ－１３－００２）

のとおり実用発電用原子炉を設置する者に対して指示することといたしました。

つきましては、貴社におかれましても、別紙に従い所要の対応をするようお願

いいたします。 
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 東北電力株式会社 

  取締役社長 海輪 誠 殿 

 

 

原子力規制委員会 

 

 

 

実用発電用原子炉における高経年化対策に係る事業者からの保安

規定変更認可申請の時期について（指示） 
 

 

実用発電用原子炉施設における高経年化対策に係る保安規定変更認可申請の

時期について、原子力規制委員会は、別紙（ＮＲＡ－１０ｂ－１３－００２）

のとおり実用発電用原子炉を設置する者に対して指示することといたしました。

つきましては、貴社におかれましても、別紙に従い所要の対応をするようお願

いいたします。 
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 東京電力株式会社 

  代表執行役社長 廣瀬 直己 殿 

 

 

原子力規制委員会 

 

 

 

実用発電用原子炉における高経年化対策に係る事業者からの保安

規定変更認可申請の時期について（指示） 
 

 

実用発電用原子炉施設における高経年化対策に係る保安規定変更認可申請の

時期について、原子力規制委員会は、別紙（ＮＲＡ－１０ｂ－１３－００２）

のとおり実用発電用原子炉を設置する者に対して指示することといたしました。

つきましては、貴社におかれましても、別紙に従い所要の対応をするようお願

いいたします。 
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 中部電力株式会社 

  代表取締役社長 社長執行役員 水野 明久 殿 

 

 

原子力規制委員会 

 

 

 

実用発電用原子炉における高経年化対策に係る事業者からの保安

規定変更認可申請の時期について（指示） 
 

 

実用発電用原子炉施設における高経年化対策に係る保安規定変更認可申請の

時期について、原子力規制委員会は、別紙（ＮＲＡ－１０ｂ－１３－００２）

のとおり実用発電用原子炉を設置する者に対して指示することといたしました。

つきましては、貴社におかれましても、別紙に従い所要の対応をするようお願

いいたします。 
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平成２５年６月１２日 

 

 北陸電力株式会社 

  代表取締役社長 久和 進 殿 

 

 

原子力規制委員会 

 

 

 

実用発電用原子炉における高経年化対策に係る事業者からの保安

規定変更認可申請の時期について（指示） 
 

 

実用発電用原子炉施設における高経年化対策に係る保安規定変更認可申請の

時期について、原子力規制委員会は、別紙（ＮＲＡ－１０ｂ－１３－００２）

のとおり実用発電用原子炉を設置する者に対して指示することといたしました。

つきましては、貴社におかれましても、別紙に従い所要の対応をするようお願

いいたします。 
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 関西電力株式会社 

  取締役社長 八木 誠 殿 

 

 

原子力規制委員会 

 

 

 

実用発電用原子炉における高経年化対策に係る事業者からの保安

規定変更認可申請の時期について（指示） 
 

 

実用発電用原子炉施設における高経年化対策に係る保安規定変更認可申請の

時期について、原子力規制委員会は、別紙（ＮＲＡ－１０ｂ－１３－００２）

のとおり実用発電用原子炉を設置する者に対して指示することといたしました。

つきましては、貴社におかれましても、別紙に従い所要の対応をするようお願

いいたします。 
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平成２５年６月１２日 

 

 中国電力株式会社 

  取締役社長 苅田 知英 殿 

 

 

原子力規制委員会 

 

 

 

実用発電用原子炉における高経年化対策に係る事業者からの保安

規定変更認可申請の時期について（指示） 
 

 

実用発電用原子炉施設における高経年化対策に係る保安規定変更認可申請の

時期について、原子力規制委員会は、別紙（ＮＲＡ－１０ｂ－１３－００２）

のとおり実用発電用原子炉を設置する者に対して指示することといたしました。

つきましては、貴社におかれましても、別紙に従い所要の対応をするようお願

いいたします。 
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平成２５年６月１２日 

 

 四国電力株式会社 

  取締役社長 千葉 昭 殿 

 

 

原子力規制委員会 

 

 

 

実用発電用原子炉における高経年化対策に係る事業者からの保安

規定変更認可申請の時期について（指示） 
 

 

実用発電用原子炉施設における高経年化対策に係る保安規定変更認可申請の

時期について、原子力規制委員会は、別紙（ＮＲＡ－１０ｂ－１３－００２）

のとおり実用発電用原子炉を設置する者に対して指示することといたしました。

つきましては、貴社におかれましても、別紙に従い所要の対応をするようお願

いいたします。 
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平成２５年６月１２日 

 

 九州電力株式会社 

  代表取締役社長 瓜生 道明 殿 

 

 

原子力規制委員会 

 

 

 

実用発電用原子炉における高経年化対策に係る事業者からの保安

規定変更認可申請の時期について（指示） 
 

 

実用発電用原子炉施設における高経年化対策に係る保安規定変更認可申請の

時期について、原子力規制委員会は、別紙（ＮＲＡ－１０ｂ－１３－００２）

のとおり実用発電用原子炉を設置する者に対して指示することといたしました。

つきましては、貴社におかれましても、別紙に従い所要の対応をするようお願

いいたします。 

 

 


